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研究成果の概要（和文）：本研究は、世俗化の度合いと宗教マイノリティに対する政策が異なる、東アジア諸国
（日、韓、台、中）と西欧諸国（仏、白、蘭、英）におけるムスリム・マイノリティによるハラール食品消費行
動の実態と関連要因を明らかにし、比較検討することにより、ムスリムと非ムスリムの社会統合に向けての政策
的含意を得ようとした。西欧諸国における1990年代から現在にかけての人口・家族、地域、政策、技術等に関す
る関連要因の変化から今後、ムスリム人口が増加すると予想される日本にとって、地域の実情に応じた地方自治
体による、ムスリム移動者とその家族（子孫）を対象とした、飲食に関する社会統合政策が必要であるとの含意
が得られた。

研究成果の概要（英文）：This study attempted to obtain policy implications for the social 
integration of Muslim minority and non-Muslim majority populations through the comparative analysis 
of correlates of halal food consumption behaviors among Muslims in East Asia (Japan, South Korea, 
Taiwan and China) and Western Europe (Belgium, France, Netherlands and UK) with different degrees of
 secularization and different policies toward religious minorities.  While Japan is expected to have
 an increasing number of Muslims, the changes in population and family, local community, public 
policy and technology in Western Europe from the 1990s to present suggest to her the necessity of 
social integration policies regarding food toward Muslim migrants and their family (descendants) by 
the local government in response to the local conditions.

研究分野： 社会学・人口学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
国内におけるハラール食品供給に関する

先駆的な研究は樋口直人ほか（1998）や田嶋
淳子（1998）によるものであるが、国際結婚
やエスニック・ビジネスを研究する竹下、工
藤（いずれも分担研究者）、福田（連携研究
者）によっても行われてきた。他方、ハラー
ル食品消費に関する先駆的研究は溝部明男
（1990）による留学生に関するものであった
が、小島（2008, 2009）は分担研究者の店田
ほかが実施した滞日ムスリム調査やマレー
シア人ムスリム元留学生調査のミクロデー
タを用いてハラール食品消費を含む宗教実
践の関連要因を分析してきた。また、先行研
究で実施した韓国・台湾のムスリム移民調査
のミクロデータも用いて東アジア３カ国の
ムスリム移民のハラール食品消費行動の関
連要因を比較分析した（小島 2013a）し、中
国と台湾の中国人ムスリムに関する比較分
析も行った（小島 2013b）。さらに、滞日ム
スリム留学生調査（Kojima et al. 2015) の分
析結果（小島 2014b）から母国の実家の世帯
構成の影響が明らかになり、東アジア３カ国
のムスリム移民においても滞在国によって
異なるものの、実家の世帯構成の影響が明ら
かになった（小島 2014a）し、以前から配偶
関係等の影響が明らかになっているため、家
族に焦点を合わせることにした。また、二つ
の留学生調査の分析結果から供給制約と予
算制約の影響が窺われ、東アジアの比較分析
結果からは時間制約の影響も窺われたこと
から制約についても検討する。 
西欧のムスリム移民におけるハラール食

品消費行動に関する少数の研究（仏白中心）
はアイデンティティとの関係を分析したも
のが多いが、Rodier (2014) のフランスに関
する単著はハラール食品消費に関する固定
観念に疑問を呈しながら、家族に焦点を合わ
せた分析を行い、親世代の「儀礼遵守者」類
型からムスリム若年世代における多様化
（「消費者」「権利要求者」「苦行者」への分
化）を明らかにしている。二番目が前期中等
教育在学中の次三男、三番目がやや年長の女
性にほぼ限定されていることは家族の影響
と学校給食との関係が窺われ、本研究におけ
る作業仮説となりうる。Tribalat (2013)はフ
ランス国立人口研等による 1992 年 MGIS 調
査と 2008 年 TeO 調査での飲食関連禁忌遵守
に関する回答をクロス表で比較し、ムスリム
第２世代以降での再イスラーム化を指摘し
ているが、Rodier のいう食品消費多様化の努
力、FACILD(2004)や CREDOC (2012)の報
告書が示すような時期的・空間的な供給制約
によるとも考えられる。また、Kepel(2011)
のムスリム保護者への学校給食利用に関す
る調査結果も多様化と予算制約・時間制約の
影響を示している。 
分担研究者の新保(小林)（2014）は中国ム

スリムの家族では若年女性が世俗的な学校
教育を受けたことにより宗教文化の母娘間

の世代間継承が阻害されている可能性を示
唆している。西欧の移民１世と２世の母娘間
でも同様なことが考えられるが、ベルギーに
関する Gungor et al. (2011)、オランダに関す
る Maliepaard (2012) の多変量解析によれ
ば、ハラール食品消費を含む宗教実践全体の
世代間継承は順調に進んでおり、中国のよう
な傾向も再イスラーム化も見られないが、ハ
ラール食品消費に限定すると給食の有無等
による両国の差異が見られる可能性もある。
仏英両国では同様な多変量解析はみられな
いが、フランスではライシテ原則による同化
圧力や学校給食に関するハラール攻撃が両
国より強いため、異なる傾向がないとも言え
ない。イギリスでも学校給食に関するハラー
ル攻撃があるが、ムスリムの出身国等が異な
るため、異なる傾向がありうる。 
分担研究者の森（2014）は西欧の極右勢力

のイスラーモフォビア戦略の一環としての
ハラール攻撃に対するムスリム若年世代の
抵抗の拠り所としてハラール消費が行われ
ている面もあるとするが、そうだとすれば、
かえって「権利要求者」類型を増加させてい
る可能性もある。キリスト教徒等の圧力でム
スリムが自治体から差別されることがある
韓国やラマダン月の昼間にハラール食堂を
開店させられる新彊ウイグル自治区でも同
様な傾向がある可能性がある。世俗的な同化
圧力が強い日本では国際結婚・改宗ムスリム
の母親で「苦行者」類型が目に付くが、産業
政策により供給が促進されていることから、
ムスリム若年世代で「消費者」類型が増える
可能性がある。 

 
２．研究の目的 
本研究は、世俗化の度合いと宗教マイノリ

ティに対する政策が異なる、東アジア諸国
（日、韓台、中）と西欧諸国（仏、白、蘭、
英）におけるムスリム・マイノリティによる
ハラール（宗教上、利用を許された）食品消
費行動の実態と関連要因を明らかにし、比較
検討することにより、ムスリムと非ムスリム
の社会統合に向けての政策的含意を得るこ
とを目的としている。その際、非イスラーム
諸国においてムスリムが直面する宗教アイ
デンティティの保持、宗教文化の世代間継承
といった課題について、社会統合の主要な主
体である家族に焦点を合わせながら検討す
る。また、消費財としての性格ももつハラー
ル食品の消費に関する供給制約、予算制約、
時間制約の変化や消費行動の多様化とそれ
らに対する公共政策の影響についても検討
したい。 
 
３．研究の方法 
本研究は、定量的研究および定性的研究の

二つの研究方法を主軸とし、東アジア・西欧
各国のムスリム・マイノリティのハラール食
品消費行動の関連要因について、家族と各種
制約の観点から分析を行った。定量的研究と



しては各国で利用可能なマクロデータとミ
クロデータの収集・二次分析を行うとともに、
質問紙調査を実施し、分析した。定性的研究
としては面接・参与観察のほか、文献・史料
研究を行い、各国のハラール食品に関する政
策、認証制度、供給状況の検討も行った。各
国別研究を踏まえた上で、定量的・定性的な
比較分析を行い、それらの分析結果から、各
国の普遍性・特殊性を明らかにし、ムスリム
と非ムスリムの社会統合に向けての政策的
含意を中心に最終的な成果をまとめるとと
もに、研究成果を内外で発信することを目指
した。 
 
４．研究成果 
(1)初年度は、ハラール食品消費行動とそ

の供給に関して利用可能な内外のマクロデ
ータとミクロデータを収集し、定量的研究を
行った。また、文献収集や現地調査による定
性的研究を行った。それらを踏まえ、調査票
の設計とプリテストを行い、第２年度に質問
紙調査を韓国と中国で実施し、第２年度に韓
国、第３年度に中国の調査報告書を刊行し、
HP 上で公開した。第２年度と第３年度も引き
続き、利用可能な内外のマクロデータとミク
ロデータを収集し、定量的研究を行うととも
に、文献収集や現地調査による定性的研究も
行い、学会報告（内外でのパネル報告も含む）、
論文、国際会議議事録等の形で成果を内外に
発信した。詳細は以下のとおりである。 
(2)定量的研究として初年度は、研究代表者
が 2016 年８月から１年間ゲント大学で在外
研究を行ったことにより利用可能となった、
西欧各国（仏、白、蘭、独）のムスリム移民
２世についてハラール食品消費の関連質問
を含むミクロデータの二次分析を開始し、第
２年度も続けた。西欧と東アジアのミクロデ
ータの関連部分の二次分析、文献・理論研究
を踏まえ、母子対象のハラール食品消費に特
化した国際比較調査の調査票を設計し、ゲン
トでプリテストを行ったが、西欧でのテロ事
件による調査環境の悪化等のため、本調査は
次年度繰越により韓国で実施した。 
第２年度は、初年度に開始した東アジアの

ミクロデータの比較分析も引き続き行い、欧
亜の比較分析に繋げる方途を探った。中国で
の調査が可能となったため、前倒し使用の手
続きにより初年度作成の調査票を翻訳して
ハラール食品消費行動調査を実施した。 
第３年度は、継続実施したマクロデータの

収集・分析に加え、東アジアと西欧、特にフ
ランスと中国のミクロデータの二次分析を
行った。中国については第２年度に実施した
ハラール食品消費行動調査の英文報告書を
作成した。さらに、研究分担者の店田が実施
した国内調査や先行研究で実施した韓、台、
中の調査のミクロデータの二次分析も引き
続き行い、欧亜の比較分析に繋げ、国際シン
ポジウムで報告した。 
(3)定性的研究として初年度は、各国のハラ

ール食品消費行動とハラール食品供給に関
する実態・歴史に関連する文献・史料研究を
行い、調査票設計や二次分析の参考とした。
また、台湾では台北周辺、中国では寧夏回族
自治区で面接・資料収集等を中心の調査を実
施した。国内については、関東・中部地方を
中心に各研究者の既存の調査地で、面接・参
与観察を中心に実施した。 
第２年度は、引き続き各国のハラール食品

消費行動とハラール食品供給に関する実
態・歴史に関連する文献・史料研究を行い、
第３年度も継続した。また、台湾では台北周
辺、中国では寧夏回族自治区、ニュージーラ
ンドではオークランド、オランダではライデ
ンで面接・資料収集等を実施した。イギリス、
マレーシアで中国回族の面接調査も行った。
国内では関東や中部で引き続き面接・参与観
察等を実施した。 
第３年度は、台湾では台北周辺、中国では

寧夏回族自治区、イギリスではイースト・ロ
ンドン周辺で面接・資料収集等を実施した。
国内では台東区で面接・参与観察等を実施し、
これらの成果を国際シンポジウムで報告し
た。 
(4)研究成果の発信として初年度は、２回の
研究集会を開催するとともに、国内学会のほ
かアジア人口学会大会、ヨーロッパ社会学会
大会等でも報告した。成果の一部はゲント大
学 HP にも掲載した。 
第２年度は、２回の研究集会を開催したが、

学会報告や論文発表については研究班とし
てもメンバー個人としても進んだ。研究代表
者は西欧の移民第２世代におけるハラール
食品消費行動に関する各種関連要因の比較
分析の成果を内外の国際会議や国内の学会
等で報告した。また、研究班としては 2016
年10月に名古屋で開催されたInternational 
Metropolis Conference 2016 で研究代表者が
メンバー（韓国の研究協力者を含む）の報告
を集めて” The Dietary Integration of 
Muslim Population in East Asia”と題され
たパネルを組織した。12 月に開催されたクラ
イストチャーチ（カンタベリー大学）での
Halal Marketing and Tourism Research 
Symposium で４名のメンバーが研究成果を報
告し、存在感を示した。なお、韓国調査報告
書は以下に URL がある「アジア・ムスリム研
究所成果物」の HP に掲載されているが、そ
の報告書掲載に関する情報は欧米の社会学
関係の学会のニュースレター（PDF 版）にリ
ンク付きで掲載された。 
第３年度は、４回の研究集会を開催すると

ともに、内外の学会等で個別の研究報告をし、
論文等を発表した。11 月の日本社会学会大会
で店田が提案したテーマセッション「ムスリ
ム移動者とその子孫の社会学」で研究班のメ
ンバーと関係者が報告した。２月には海外の
研究協力者等を招聘し、”International 
Workshop on Halal Food Consumption in East 
and West”と題された最終成果発表会（国際



シンポジウム）を開催し、2018 年３月に英文
議事録（付録：中国調査報告書）を刊行し、
下記の HP でも公開した。その議事録掲載に
関する情報は欧米の社会学関係の学会のニ
ュースレターや HP にリンク付きで掲載され
た。 
(5)日本の現状や将来に向けての政策的含意
を導出することも目的としてハラール食品
消費行動の比較分析を進めたが、特に、西欧
諸国における 1990 年代から現在への変化が
示唆に富むことが明らかになった。この時期
に西欧各国ではムスリム人口の民族別構成、
移民世代別構成、世帯構成、地理的分布が変
化し、公共政策が変化し、インターネットが
普及したこともあり、宗教的飲食制限とその
関連要因も各国別に変化した。政府や企業に
よる供給面の変化とともにムスリム世帯に
よる需要面の変化も各国別に生じた 
近年の日本では政府によるイスラーム諸

国民や非イスラーム諸国のムスリム・マイノ
リティの観光客としての誘致策やそれらの
諸国への輸出促進策の影響もあり、企業等に
よるムスリム・フレンドリーな食材やレスト
ランの供給が増大しており、ハラール認証機
関も増加している。他方、今後はこれまでの
送り出し国の経済発展や日本の法制度の変
化によってすでに日本国内にネットワーク
やコミュニティがあるイスラーム諸国民（イ
ンドネシア、バングラデシュ、パキスタン、
中央アジア等）や非イスラーム諸国のムスリ
ム・マイノリティ（中国・フィリピンの少数
民族、ミャンマー出身のロヒンギャ等）の人
口移動（技能実習生、日本人の配偶者、留学
生、難民）が増大し、一部は日本に定住する
可能性が高い。従って、将来、これらのムス
リム移動者とその家族（子孫）の社会統合が
日本にとっても大きな政策的課題になる可
能性があり、飲食の面での社会統合もその主
要な一部を占めることが示唆された。 
また、国際移動者とその家族（子孫）のう

ちでは少数派であるにしても、これまでもム
スリム移動者とその家族（子孫）の社会統合、
特に地域、学校、職場等での飲食面での社会
統合が問題となってきた。西欧諸国での事例
からみても、日本の地域と外国人の出身地に
おける食文化や家族形態の多様性からみて
も、中央政府による一元的な社会統合政策を
飲食の次元で実施するのは困難であろう。む
しろ地方自治体が地域の実情（ムスリム観光
客対応の状況も含む）に応じて実施すること
の必要性が示唆された。 
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